
◎特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進

に関する法律 
（令和二年六月三日法律第三七号）   

一、提案理由（令和二年四月三日・衆議院経済産業委員会） 

○梶山国務大臣 ただいま議題となりました特定高度情報通信技術活用システムの開発

供給及び導入の促進に関する法律案及び特定デジタルプラットフォームの透明性及び公

正性の向上に関する法律案につきまして、その趣旨を御説明申し上げます。 

 まず、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律案

につきまして、その趣旨を御説明申し上げます。 

 我が国は、新たなデジタル技術や多様なデータを活用して経済発展と社会的課題の解

決の両立を目指すソサエティー五・〇の実現を目指しています。その鍵となる第五世代

移動通信システム、いわゆる５Ｇや、撮影機器等を搭載し点検や測量などを行うことが

できる高性能ドローンを始めとする高度な情報通信技術を活用したシステムは、今後急

速に普及し、国民生活及び経済活動、ひいては我が国の安全保障の重要な基盤となるこ

とが見込まれます。 

 こうしたシステムの開発供給及び導入については、サイバーセキュリティーを確保し

つつ適切に行われ、安全、安心が確保されることが重要です。また、システムの開発供

給及び導入に向けては、関連する我が国の産業競争力の強化に戦略的に取り組むととも

に、速やかに全国展開を進め、地方創生の切り札として、人手不足や高齢化等の課題解

決にも寄与するような新事業の創出を促進することも重要です。 

 このため、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入を促進するために

必要な支援措置を講ずるべく、本法律案を提出した次第です。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入が、サイバーセキュ

リティーを確保しつつ適切に行われるよう、その促進に関する指針を国が定めます。 

 第二に、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給又は導入を実施しようとする

事業者から、計画が提出され、認定の申請があった場合において、指針に照らし、主務

大臣が認定する制度を創設します。 

 第三に、認定された計画に従って実施される特定高度情報通信技術活用システムの開

発供給又は導入に対して金融支援措置等を講じます。特に、５Ｇを活用したシステムの

導入に当たって、早期の普及に特に資するなどの要件を満たすと主務大臣が確認したも

のについては、課税の特例を適用します。 

……………（略）…………… 

 以上が、両法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（令和二年四月二三日） 



○富田茂之君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律案

は、国民生活及び経済活動の基盤となる特定高度情報通信技術活用システムの開発供給

等がサイバーセキュリティーを確保しつつ適切に行われることが我が国における産業基

盤を整備する上で重要であることに鑑み、同システムの開発供給等の促進に関する指針

の策定、同システムの開発供給等に係る計画の認定制度の創設及び認定を受けた計画に

対する支援措置等を講ずるものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る四月三日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に

付託されました。 

 本委員会におきましては、同日梶山経済産業大臣から提案理由の説明を聴取した後、

十日に質疑に入り、十四日両案につきそれぞれ参考人から意見を聴取し、十七日に質疑

を終局いたしました。 

 質疑終局後、まず、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に

関する法律案について討論、採決を行った結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり

可決すべきものと議決いたしました。 

……………（略）…………… 

 なお、両案に対しそれぞれ附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年四月一七日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 特定高度情報通信技術活用システム開発供給計画及び導入計画の認定については、

サイバーセキュリティの確保を前提としつつ、事業者にとって公正公平で予見可能性

が高い認定基準を明確に定めるとともに、サイバーセキュリティ及び５Ｇに関する専

門人材の確保に努め、電波法に基づく調達ベンダーの確認等、関係省庁の密接な連携

の下、適切な認定の実施に向けた体制の整備に万全を期すること。 

二 ５Ｇ基地局の整備に当たっては、通信事業者において効率的に全国への基地局の早

期整備が行われるよう、インフラシェアリングや既存の４Ｇ基地局の利用促進に向け

た環境整備を図ること。 

三 本法による５Ｇ基地局の早期整備が産業分野での新事業創出及び事業革新につなが

るよう、５Ｇの実証研究に対する一層の支援を進めるとともに、活用事例・成功事例

を広く周知し、大企業のみならず個人事業主まで含めた中小企業等における５Ｇの幅

広い活用の推進に努めること。 

四 ローカル５Ｇについては、その導入促進が我が国の産業競争力の底上げに資するも

のとして期待される一方、本法による支援措置を考慮してもなお特に財政基盤の弱い



中小企業等の導入事業者の負担が重くなることに鑑み、本法施行後の導入状況を注視

しつつ、更なる支援策について検討すること。 

五 今後、ドローンが配達困難地域での配送、インフラの点検、農業分野での活用等

様々な分野で地方の抱える問題を解決する切り札となり得ることに鑑み、地方でのド

ローンの活用を促進するため、導入事業者に対する更なる支援策について検討するこ

と。 

六 我が国の従前の産業政策について厳密な政策評価が行われてこなかった現状を踏ま

え、５Ｇを始めとした激変する成長分野に対するこれまでの産業政策について適切な

検証・評価・総括を行った上で、日本の産業界を取り巻く市場の変化、特に中国その

他アジア諸国の企業が台頭する状況等に的確に対応した政策への抜本的見直しを行い、

ポスト５Ｇや６Ｇを見据えて新しい産業の創造の支援に努めること。 

三、参議院経済産業委員長報告（令和二年五月二七日） 

○礒崎哲史君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律案

は、国民生活等の基盤となる特定高度情報通信技術活用システムの開発供給等がサイバ

ーセキュリティーを確保しつつ適切に行われることが我が国の産業基盤を整備する上で

重要であることに鑑み、同システムの開発供給等の促進に関する指針の策定、同システ

ムの開発供給等に係る計画の認定制度の創設等の措置を講じようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、参考人から意見を聴取すると

ともに、特定高度情報通信技術活用システムに係る認定基準の在り方、中小企業や地方

における５Ｇ等の導入促進に向けた支援拡充の必要性、特定デジタルプラットフォーム

の指定に係る対象範囲の在り方、デジタルプラットフォームに対する規制の実効性確保

の方策、我が国企業の競争力強化や経済安全保障に対応した産業政策の重要性等につい

て質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 両法律案について質疑を終局し、日本共産党を代表して岩渕委員より、特定デジタル

プラットフォームに関する法律案に対し、特定デジタルプラットフォーム提供者の遵守

事項の追加等を内容とする修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩渕委員より、特定高度情

報通信技術活用システムに関する法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、まず、特定高度情報通信技術活用システムに関する法律案

は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

……………（略）…………… 

 なお、両法律案に対してそれぞれ附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 



〇附帯決議（令和二年五月二六日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 特定高度情報通信技術活用システムの開発供給計画及び導入計画の認定に当たって

は、サイバーセキュリティの確保を前提としつつ、事業者にとって公正公平で予見可

能性が高い認定基準を明確に定めるとともに、サイバーセキュリティ及び５Ｇ等に関

する専門人材の確保に努め、関係省庁間の緊密な連携の下、適切な認定の実施に向け

た体制の整備に万全を期すこと。 

二 通信事業者による５Ｇ基地局の整備については、効率的に全国への早期整備が行わ

れるよう、インフラシェアリングや既存４Ｇ基地局の利用促進に向けた環境整備を図

ること。 

三 ５Ｇが我が国産業における新事業創出及び事業革新につながるよう、５Ｇの利活用

に係る実証研究を一層支援するとともに、個人事業主まで含めた中小企業等における

５Ｇの幅広い利活用の推進に向けて、その活用事例・成功事例の周知に努めること。 

  また、ローカル５Ｇの導入促進に向けては、中小企業等の導入事業者の負担が重く

なることに鑑み、本法施行後の状況を注視しつつ、更なる支援策について検討するこ

と。 

四 ドローンについては、配達困難地域での配送、インフラの点検、農業での活用等

様々な分野で地域課題の解決や地域経済の活性化に資することに鑑み、その活用を促

進するため、導入事業者に対する更なる支援策について検討すること。 

五 我が国産業を取り巻く市場の変化や技術革新の急速な進展、サプライチェーンの再

構築の必要性や経済安全保障の重要性の高まり等に対応しつつ、我が国の産業政策に

ついて不断の見直しを行うとともに、ポスト５Ｇや６Ｇを見据えた新たな産業の創造

に向け、需要喚起に資する技術開発や国際標準化への取組等、施策の戦略的かつ機動

的な推進や効果的な支援の実施に努めること。 

  右決議する。 

 


